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５ 条例案に対する意見の提出

地方公務員法第５条第２項の規定により県議会において意見を求められた次の条例案

について、慎重に審議し、次のとおり意見を提出した。

提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

24.6.28 職 員の特殊勤務 改正内容 適当な改

手当に関する条 １ 概要 正と考え

例の一部を改正 東京電力㈱福島第一原子力発電所周辺の ます。

する条例 区域で行う作業に支給される災害応急作業

手当について、警戒区域等の見直しに伴い

国の制度が見直されたことから、国家公務

員の取扱いに準じて改正を行うもの

２ 施行期日

公布の日

公益的法人等へ 改正内容 適当な改

の職員の派遣等 １ 概要 正と考え

に関する条例の 派遣先団体に一般財団法人新潟県地域医 ます。

一部を改正する 療推進機構を加えるもの

条例 ２ 施行期日

平成24年８月１日

24.12.6 公 立大学法人新 制定内容 適当な制

潟県立看護大学 １ 概要 定と考え

への職員の引継 新潟県立看護大学が平成25年４月に公 ます。

ぎに関する条例 立大学法人化されることに伴い、当該法人

に引き継ぐ新潟県の内部組織を定めるもの

２ 施行期日

平成25年４月１日

一般職の職員の 改正内容 適当な改

給与に関する条 １ 概要 正と考え

例等の一部を改 当委員会の勧告及び報告に基づき、一般 ます。

正する条例 職の職員等の給与改定を行うもの

２ 内容

（1）給料表に係る改正

備考において給料月額に乗ずる率を

100分の98.91に改定する。(医療職給料

表(一)及び第２号任期付研究員に適用さ

れる給料表を除く。)

（2）給与構造改革における経過措置額の廃

止
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

給与構造改革における経過措置額につ

いて、平成25年度は経過措置額として支

給されている給料の２分の１を減額（減

額の上限１万円）して支給し、平成26年

４月１日に廃止する。

(3）平成25年４月１日における号給の調整

平成19年１月１日、平成20年１月１日

又は平成21年１月１日に昇給抑制を受け

た職員について、昇給抑制を受けた回数

等を考慮して、平成25年４月１日時点で

45歳以上の職員については最大２号給、

45歳未満の職員については最大１号給上

位の号給に調整する。

(4) 市町村立学校の総括的な業務を行う事

務主幹に係る改正

市町村立学校職員給与条例行政職給料

表に６級を追加し、標準職務を総括事務

主幹の職務とする。また、当該職務の級

に採用する場合、人事委員会の承認が必

要なこととする。

(5) 特殊勤務手当に係る改正

ア 防疫等作業手当

支給対象業務に「家畜伝染病予防法

第２条に定める家畜伝染病（口蹄疫、

高病原性鳥インフルエンザ及び低病原

性鳥インフルエンザに限る。）のまん

延を防止するために行う家畜のと殺、

家畜の死体の焼却若しくは埋葬又は畜

舎等の消毒の作業」を追加し、支給額

を原則380円（日額）とする。

イ 銃器犯罪捜査従事手当

支給対象業務に「警察官が防弾装備

を着装し武器を携行して行う暴力団等

から危害を受けるおそれのある者を保

護するために行われる警戒に係る業務

で人事委員会規則で定めるもの」を追

加し、支給額を820円（日額）とする。

３ 施行期日
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

平成25年４月１日

ただし、特殊勤務手当に係る改正につい

ては公布の日

新潟県立看護大 改正内容 適当な改

学条例を廃止す １ 概要 正と考え

る条例（関係部 新潟県立看護大学が平成25年４月に公 ます。

分） 立大学法人化されることに伴い関係する条

例を改正するもの

２ 施行期日

平成25年４月１日

25.2.27 職 員の大学院等 制定内容 適当なも

派遣研修費用の １ 概要 のと考え

償還に関する条 職員が研修等に派遣中又はその終了後５ ます。

例 年以内に離職した場合に、研修費用の相当

額の全部又は一部を県に償還させるもの

２ 施行期日

平成25年４月１日

ただし、償還の規定については、施行の

日後に派遣研修を命ぜられた職員に適用

公益的法人等へ 改正内容 適当なも

の職員の派遣等 １ 概要 のと考え

に関する条例の 派遣先団体に公立大学法人新潟県立看護 ます。

一部を改正する 大学を加えるもの

条例 ２ 施行期日

平成25年４月１日

新潟県特別職の 改正内容 適当なも

職員の退職手当 １ 概要 のと考え

支給条例及び新 新潟県特別職報酬等審議会の答申を受け ます。

潟県教育委員会 答申どおり知事及び副知事の退職手当の額

教育長の給与等 の算定に用いる支給割合を改正し、併せて、

に関する条例の 教育長の退職手当の支給割合を33/100から

一部を改正する 30/100へ改正するもの

条例 ２ 施行期日

平成25年４月１日

職員の退職手当 改正内容 適当なも

に関する条例等 １ 概要 のと考え

の一部を改正す 国において、官民比較調査結果等を踏ま ます。

る条例 え、退職給付の官民較差を解消するため、
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

「国家公務員の退職給付の給付水準の見直

し等のための国家公務員退職手当法等の一

部を改正する法律」が施行されたことに伴

い、県においても退職手当支給水準の引下

げ及び退職手当の額の計算に係る所要の改

正を行うもの

２ 内容

(1) 支給水準の引下げ

民間との支給水準の均衡を図るために

規定されている「調整率」を104/100か

ら87/100に引下げる。ただし、経過措置

として、平成25年４月１日から平成26年

３月31日までの間は95/100とする。

(2) 公庫等への出向歴を有する者の退職手

当の計算に用いる利率の改正

昭和48年５月17日前に公庫等への出向

歴を有する者に対する退職手当の額の計

算に用いる利率を、国家公務員退職手当

法施行令に準じて改める。

３ 施行期日

平成25年４月１日

ただし、(2)の改正は公布の日


